
ストレスチェック制度について

株式会社ドクタートラスト
ストレスチェック事業部作成

Vol.2 実施編

【 罰 則 】
ストレスチェックに関する労働基準監督署への報告を怠った場合や虚偽の報告をした場合、
労働安全衛生法 第百二十条五項により50万円以下の罰金に処せられます。
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注） 中央労働災害防止協会が公表した統計情報結果に基づくイメージです。



SC制度体制

会社
事業場

選 定 指 示

事業者 SC制度実施責任主体者

１．実施者（医療資格者）と、実施事務従事者（一般には人事・総務、システム部門の担当者）を選定の上、
２．ストレスチェック制度の導入方針・実施日程等を決定し、社内に表明
３．実施者と実施事務従事者間にて業務の分担を確認（次頁以降）
４．《実施》
５．実施後直ちに、未受検者に受検を勧奨。
６．高ストレス者のうち、希望者との産業医面談の日時を調整する
７．産業医から、「就業上の措置」に関する意見を聴取、必要な措置を講じる
８．集団分析の結果、職場環境の改善措置等を講じる（努力義務）
９．下記の結果を保存する（５年間）

①事業者への開示を同意した人たちのSC結果、②集団分析、③受検者・未受検者リスト、④産業医面談（就業判定）の結果

⑤産業医面談の申出記録

10.  労働基準監督署への報告 2

※ 労働者（パート等を含む）が50人以上いる事業場が対象です。

実施事務従事者
（※任意選出）

実施者

医師（産業医）、保健師、
看護師、精神保健福祉士



SC制度体制・役割
実施者 産業医等の医師、保健師の他、

一定の研修を受けた看護師及び精神保健福祉士１．SCの実施
２．受検者への結果を本人に通知/受検者リスト・集団分析の結果を企業に開示
３．同意を得た受検者のSC結果を事業者に開示
４．高ストレス者に対する産業医面談を勧奨
５．産業医面談（要・就業判定）を実施
６．産業医は、面談後、事業者からの意見聴取を受ける
７．すべての結果を実施者が保存（５年間）

実施事務従事者 実施者の指示により、SCの実施事務等に携わる者

１．実施前に、全受検対象者の個人情報等を「厚労省システム」に入力
２．実施後、受検データもしくは調査票(紙)を実施者に送付する(*1)

３．実施者の指示のもと、各種調整業務を行う （面談設定 等）
４．実施者から開示されたデータを保存する（５年間）

法第104条の規定に基づき秘密保持義務が課せられる

※ 実施事務従事者は、実施者の指示により事務を行うものとします。
なお、実施事務に関与していない上司等の指示を受けてはいけません。

3(*1)厚生省システム……厚生省が提供する無償のストレスチェックプログラム



同意の取得 ※ 受検結果を事業者に開示する為には本人の同意が必要です

実施者によるSCを実施

SCの結果を受検者に直接通知

受検者から事業者へ産業医面談の申出
結果通知後に
同意を取得する

① 受検者全員 〔事業者が対応〕
② 高ストレス者に限定 〔実施者が対応〕
③ 産業医による面接指導の希望者のみとする ・・・・・・弊社推奨

同意の取得の対象者

同意に伴う事業者への結果提供範囲

① 労働者本人に通知するものと同じ内容
② 高ストレスであるという情報のみに限定 ・・・・・・弊社推奨

事前にどれにする
かを事業所として
審議・決定しておく

※契約している『産業医』が実施者とならない場合

当該事業場の産業医が実施者とならない場合には、受検者の同意なく、産業医にデータを開示
することが出来ません。
緊急に対応を要する場合等、特別の事情がない限り、受検者の同意の取得が必要です。

必ず産業医には実施者になってもらいましょう！
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ストレスチェック実施前
の同意取得はNG



産業医面談を受けることを希望する旨の「申出」は、
書面や電子メール等で行い、事業者はその記録を残すようにする

※ 面接指導の申出がしやすくなるよう、申出窓口を産業医等の産業保健スタッフとすることや外部機関にすることも可能。

その場合、申し出があった旨は事業者に伝えられることを予め労働者に伝えなければならない。

事業者は、受検者から産業医面談の申出があった場合、当該受検者が
面談の対象となる者かどうかを、下記の方法で確認する。

①当該受検者からＳＣ結果を提出させる方法
②実施者に高ストレス判定者（面談の要件）かどうか確認する方法
※ 法令上、高ストレス判定者以外の方を面接指導させる義務はありません。通常の産業医面談として対応してください。

産業医面談の申出は、当該受検者が検査の結果の通知を受けた後、
遅滞なく行うものとする 概ね１ヶ月以内

高ストレス判定の社員

会社
事業場

① 産業医面談
を希望

④ 必要に応じ
就業上の措置

② 面接指導の
実施依頼

医師（産業医）

③ 面談結果の
意見聴取

① 産業医面談の事業者への申出

産業医による面接指導（産業医面談）
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面接指導を行う医師（産業医）と、面接指導の日時・場所を調整。※原則的には就業時間内に設定する。

面接指導の費用は事業者負担とし、保険診療で行ってはいけない。

面接指導対象者に対して直ちに専門医の受診を勧奨するものではない。

原則対面の面接を実施する。ただし事業者の判断でICTを活用した面接指導でも実施可能。

⾯接指導の申し出⽅法と併せて下記事項について説明することが望ましい
① ⾯接指導を申し出た場合には、SC結果を事業者に提供されることに同意したもの

とみなされること
② ⾯接指導の結果、必要がある場合は就業上の措置
（休職、時間外労働の制限、配置転換等）につながる可能性があること

③ ⾯接指導を申し出たことに対して不利益な取扱をすることは
法律上禁⽌されていること

⾯接指導医師 ⇒ 産業医が望ましい。

外部の医師に委託する場合にも産業医資格を
有する医師に委託することが望ましい。
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② 産業医面談の実施依頼

産業医による面接指導（産業医面談）



産業医からの意見聴取は、面接指導後、遅滞なく行わなければならない。
概ね１ヶ月以内

事業者は、面接指導の結果に基づき、当該面接指導の結果の記録を作成して、
５年間保存しなければならない。

●面接指導の実施年月日
●当該労働者の氏名
●面接指導を行った医師の氏名
●当該労働者の勤務の状況
●当該労働者の心理的な負担の状況
●その他の当該労働者の心身状況
●当該労働者の健康を保持するため

必要な措置についての医師の意見

※面接指導結果のうち、診断名、検査値、具体的
愁訴の内容等の生データや詳細な医学的な情報
を記載すべきではない

※左記内容が記載されたものであれば、面接指導
を実施した医師からの報告をそのまま保存するこ
とで足りる 7

ア 下表に基づく就業区分及びその内容に関する医師の判断

意
見
聴
取
具
体
的
事
項

イ 必要に応じ、職場環境の改善に関する意見

産業医による面接指導（産業医面談）
③ 意見聴取する内容と結果保存



外部機関実施者
ドクタートラスト

事業者

●保存が必要なもの●
①個人のSCデータ
②ストレスの程度（高ストレスに該当するかどうかを示した評価結果）
③面接指導の対象者か否かの判定結果

※受検者が記入・入力した調査票原票は必ずしも保存しておく必要はない
※記録の保存は、紙媒体と電磁的媒体のどちらでも可

結果の保存

実施事務従事者

SC結果とともに事業者への

提供の同意書も、事業者が
５年間保管
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「同意あり」SC結果

すべてのSC結果

労働者の同意がなく、事業者に提供されない結果の記録の保存は、
実施者又は事業者が指名した実施事務従事者が行う。

セキュリティ管理を十分に行うことが必要です！



【報告事項】

在籍労働者数・・・・・検査を実施した者
検査を受けた労働者数
面接指導を実施した医師
面接指導を受けた労働者数
集団ごとの分析の実施の有無

労働基準監督署への報告
報告書の提出義務
常時五十人以上の労働者を使用する事業者は、一年以
内ごとに一回定期に、心理的な負担の程度を把握するた
めの検査結果等報告書（ストレスチェック結果等報告書）
を所轄労働基準監督署長に提出しなければならない

（法第五十二条の二十一）

医師によるSC実施者と
面接指導の医師、
産業医が同一とは限らない。
（産業医が望ましい）

常時使用する労働者数を記載する
＝ ＳＣ受検対象者数

複数月に亘って行った場合には、
最終月を記載

部署ごとに順次行うなどの会社は、
暦年１年間での受検者数を記入

事業場の産業医がＳＣに関与しない体制の場合でも、
産業医の職務にＳＣと面接指導に関する事項が含まれるため、
報告書内容については産業医も知っておくべきものである。
→報告書を確認してもらい産業医欄に署名押印してもらう
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＜報告書のダウンロード＞

http://www.roumupro.com/stresscheck-houkoku.pdf

【 罰 則 】
ストレスチェックに関する労働基準監督署への報告を怠った場合や虚偽の報告をした場合、
労働安全衛生法 第百二十条五項により50万円以下の罰金に処せられます。

http://www.roumupro.com/stresscheck-houkoku.pdf


禁止事項（不利益な取り扱いの禁止）

SCは健康診断と同時に実施できなくはないが、
SC調査票と健康診断の問診票を一緒にしてはならない

面接指導申出・面接指導結果を理由とする不利益な取り扱い禁止
⇒ 面接による医師の意見から必要と認められる範囲内になって

いない措置は禁止
⇒ 解雇、契約不更新、退職勧奨、不当な動機・目的による配置転換・

職位（役職）の変更を命じることの禁止
⇒ 医師の面接を受けずに、SC結果をもとに事業者が

配置転換等の就業上の措置を講じることは禁止
本人の同意なく、個人のSC結果の提供を受けるのは禁止

下記の当該労働者に対する不利益取り扱い禁止 ⇒ 強要・命令×
・受検しない

⇒例）SCを受検すべきことを就業規則に規定する等、受検
しなかったことをもって懲戒処分の対象とする事は禁止

・受検結果の事業者提供に同意しない
・面接指導を申し出ない
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◆ストレスチェック結果等の共有範囲

事業者は、本人の同意により事業者に提供されたSCの結果を、
当該労働者の健康確保のための就業上の措置に必要な範囲を
超えて、当該労働者の上司または同僚等に共有してはならない。

集団ごとの集計・分析の結果は、各部門ごとの管理者等にとっては、
その評価等につながり得る情報である。
無制限にこれを共有した場合、当該管理者等に不利益が生じる恐れ
があることから、事業者は、当該結果を事業場内で
制限なく共有してはならないものとする。

◆生データ等の提供制限
面接指導結果の情報提供については、診断名、検査値若しくは
具体的な愁訴の内容等の生データ
又は詳細な医学的情報は事業者に提供してはならない。

禁止事項（プライバシー保護）
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